
第３節 安全安心で、自然と共存できるクリーンなまち

生活環境の充実と整備

【現状と課題】

○地域の豊かな自然環境を将来にわたって保全し、自然にやさしい生活環境を維持してい

くために、住民・事業所・行政が一体となって、ごみの減量化と廃棄物の適正な処理及

びリサイクルの推進などにより、環境への負荷が少ない、循環型社会の構築を目指す必

要があります。

○「安全・安心な水道水を安定的に給水する」を基本理念に、老朽化した施設の更新や災

害等に強い施設への改良を効果的に実施して、水道水の安定供給に努める必要がありま

す。

○生活排水による河川の水質汚染の防止と生活環境の改善を目的として、公共下水道事業、

農業集落排水事業、浄化槽整備事業の３事業を、地域の特性に合わせて計画的に整備し

ていく必要があります。

○緑や水の空間は、地域住民の交流・憩いの場であり、災害時防災機能やレクリェーショ

ン活動など地域住民の生活に身近な施設として、それぞれが特色ある施設として維持管

理していく必要があります。

○町営住宅と定住促進住宅は、公営住宅として高齢者やひとり親家庭などの受入れ先とし

ての機能を継続していく必要がありますが、老朽化により今後の維持管理が課題となっ

ています。

○適切に管理が行われていない空き家等が増加しており、防災、衛生、景観等の地域の生

活環境に深刻な影響を及ぼしていることから、生活環境の保全を図るとともに、空き家

等の活用を促進する必要があります。
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施策の体系

施策 実施施策 主要事業

生
活
環
境
の
充
実
と
整
備

循環型社会の構築

安全で安心な水道水
の供給

生活排水などの処理

公園・緑地の維持

住宅整備と定住化の
推進

ゴミの減量化

廃棄物の再利用と再資源化

不法投棄監視体制の強化

環境に関する教育及び学習機会の充実

クリーンエネルギーの利用

水道施設の整備、更新及び改良

水資源保護の推進

水道事業の健全化

汚水処理事業の推進

接続の促進

身近な公園の維持

公園・緑地などの維持・管理体制の充実

町営住宅と定住促進住宅の適正な管理

空き家の適正管理と流通促進

移住と定住の促進
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【計画の具体的な目標と内容】

１　循環型社会の構築 ………………………………………… 〔主な担当課：住民環境課〕

家庭及び事業所から生じる廃棄物の抑制・再利用・再資源化に努めます。

（１）ゴミの減量化

ゴミの分別・減量化と家庭や飲食店等での食べ残しの削減に向けた取組を支援します。

（２）廃棄物の再利用と再資源化

①廃食油からのバイオ燃料※42の活用
②生ゴミの堆肥化の推進
③古紙類の再資源化の推進
④小型家電製品等の再資源化の推進

（３）不法投棄監視体制の強化

不法投棄パトロール（巡回）の実施による監視・指導体制の強化や適正処理対策を推進
します。

（４）環境に関する教育及び学習機会の充実

様々な場での広報・意識啓発活動、情報提供を行い住民の意識改革を図ります。
①ゴミ処理施設の見学研修
②住民・学校・事業所・地域など、それぞれに応じた啓発・指導の充実

（５）クリーンエネルギー※43の利用

環境負荷の少ない自然エネルギーや再生可能エネルギーの研究・開発の動向に留意し、
地域の状況に応じた利活用を推進します。

※42	 バイオ燃料……生物体（バイオマス）の持つエネルギーを利用したアルコール燃料、その他
合成ガスのこと。

※43	 クリーンエネルギー……電気、熱などに変えても二酸化炭素、窒素酸化物などの有害物質を
排出しない（または少ない）エネルギーのこと。
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２　安全で安心な水道水の供給 …………………………… 〔主な担当課：上下水道課〕

（１）水道施設の整備、更新及び改良

施設の老朽化や耐震化、水需要の状況を把握し、災害時の対応や水質管理強化などを見
据え、老朽管の更新や施設の点検・改良・拡張・縮小など、現状と将来を見据えて、施設
の整備を計画的に行います。

（２）水資源保護の推進

広報や啓発活動を通じ、住民や地元企業の水安全への意識向上を図り、水源の水質・貯
水量等の保護・保全を推進します。

（３）水道事業の健全化

施設の管理体制を充実させ効率的な運営を図るとともに適正な水道料金の検討を行い、
水道事業の健全化に努めます。

３　生活排水などの処理 …………………………………… 〔主な担当課：上下水道課〕

（１）汚水処理事業の推進

有田町の美しく豊かな河川と水環境を守るため、各地域の特性に合わせた公共下水道事
業、農業集落排水事業、浄化槽整備推進事業を計画的、効果的に推進します。

①公共下水道事業
東地区の９割の区域を地域再生計画に基づき整備します。また､ 平成28年度に策定し

た長寿命化計画に基づき、水質浄化センター及びポンプ場の設備更新事業を行い、施設の
安定・維持に努めます。

②農業集落排水事業
山谷牧地区と楠木原地区における農業集落排水事業の全戸接続を目指します。また両地

区の排水処理施設の設備更新事業（機能強化）を行います。

③浄化槽整備推進事業
上記以外の住宅散在地で行う浄化槽整備推進事業を地域再生計画により整備します。

（２）接続の促進

供用開始した地区においては下水道への早期の接続推進を図ります。
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４　公園・緑地の維持 …………………………………………… 〔主な担当課：建設課〕
公園・緑地のそれぞれ個々の施設の明確な位置づけを行い、それぞれの特色を活かした

公園・緑地として維持に努めます。

（１）身近な公園の維持

地域住民の交流・いこいの場、子どもの遊び場となる都市公園の維持管理に努めます。

（２）公園・緑地などの維持・管理体制の充実

住民と行政の協働による新たな維持管理体制づくりを推進します。

５　住宅整備と定住化の推進 ………………… 〔主な担当課：建設課、まちづくり課〕

（１）町営住宅と定住促進住宅の適正な管理

住宅の修繕等を今後策定する長寿命化計画に基づき実施します。また、コストの縮減を
図りながら、超高齢社会に対応した、施設のバリアフリー化を推進していきます。

（２）空き家の適正管理と流通促進

老朽化した空き家については、管理者に対し適切な管理等を促すとともに、町と地元住
民等が協力しながら対応方策について検討していきます。また、空き物件インフォメーシ
ョン※44をはじめとした情報提供の充実などにより、空き家の流通を促進します。

（３）移住と定住の促進

くらしやしごとに関する情報発信やプロモーション（宣伝活動）により、町内への移住
や定住を促進します。

※44	 空き物件インフォメーション……空き物件の情報を自治体のホームページなどで発信し、所
有者と活用希望者をマッチングさせる仕組み。
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主な成果の目標指標

項 目 単 位
平成28年度

（2016年度）
〈実績〉

平成34年度
（2022年度）

〈目標〉

平成39年度
（2027年度）

〈目標〉

住民一人1日あたり
のゴミ排出量 g／日 778 563 518

リサイクル率 ％ 16 17 17

汚水処理整備
普及率 ％ 75 100 100
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協働による推進体制

住民の役割

◦ゴミの分別排出と減量化を徹底します。
◦不法投棄の防止活動に協力します。
◦水の有効利用に努めます。
◦公共下水道が整備された場合には、速やかに加入し汚水負荷の低減に努めます。
◦浄化槽を整備するとともに、浄化槽の適切な使用を行います。
◦公園・緑地を親しんで活用し、維持・管理活動に参加します。
◦所有する空き家の適切な管理に努めます。

地域・団体・企業の役割

◦ゴミの分別排出と減量化を徹底します。
◦不法投棄をさせない環境づくりに努めます。
◦水の有効利用に努めます。
◦公共下水道が整備された場合には、速やかに加入し汚水負荷の低減に努めます。
◦公園・緑地を親しんで活用し、維持・管理活動に参加します。

行政の役割

◦ゴミ収集、処理、リサイクル体制を充実します。
◦ゴミの分別排出と減量化の啓発活動を推進します。
◦不法投棄対策を強化します。
◦安全、安心な水を安定供給します。
◦生活排水などの汚水処理整備事業を推進します。
◦公園、緑地の整備、維持・管理を行います。
◦空き家等の流通及び町内への移住や定住を促進します。
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道路交通体系の整備

現状と課題

○町内の主要幹線道路として、福岡都市圏へつながる国道35号線が東西に横断し、国道

202号線が南北に縦断していますが、慢性的な交通渋滞、交通事故などにより交通機能

が低下する事態も起きているため、国道を補完する道路の整備を図る必要があります。

○国道・県道を含めて、歩道未設置区間があり、歩行者の安全面から更なる歩道整備が望

まれています。

○地域住民の生活道路として町内を複雑に張り巡らせている町道は、舗装面の老朽化など、

維持管理の点で課題があります。

○老朽化が進む橋梁に対する安全性を確保していくために、修繕費用の軽減を図りつつ、

長寿命化計画に基づく予防保全的な点検・維持管理を行いながら、道路ネットワークの

安全と信頼を維持していく必要があります。

○交通弱者や観光客の移動手段として、重要な役割を担うコミュニティバス※45など地域

公共交通の充実を図る必要があります。

※45	 コミュニティバス……路線バスなどの交通機関では対応できていない地域の交通需要に応え
るために、主に自治体が主体となり運行しているバスのこと。
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施策の体系

施策 実施施策 主要事業

道
路
交
通
体
系
の
整
備

効率的・計画的な道
路網の整備

住民と行政の協働に
よる道路維持管理

計画的な道路・橋梁の
保全整備

総合的な公共交通体
系の整備

国道の補完道路の整備

総合的な道路体系の効率的な整備と	
見直し

生活道路の安全性の確保

道路の維持管理の協働体制づくり

道路舗装の健全化

長寿命化計画に基づく橋梁の補修整備

定期的な橋梁点検

地域公共交通の利便性の向上

サイン（標示）整備

76 77

第
２
章
　
基
本
計
画



計画の具体的な目標と内容

１　効率的・計画的な道路網の整備 …………………………… 〔主な担当課：建設課〕

（１）国道の補完道路の整備

佐賀県や伊万里市との一般県道伊万里有田線（セラミックロード）道路建設促進期成会
を中心として、県道伊万里有田線改良の延長を促進し、早期貫通を図ります。

（２）総合的な道路体系の効率的な整備と見直し

①道路網整備による円滑な交通の流れの確保
②国道と連絡道路網の整備の推進
③道路整備計画と産業振興・地域振興などの計画との連携
④都市計画道路の必要な見直し

２　住民と行政の協働による道路維持管理 ………………… 〔主な担当課：建設課〕

（１）生活道路の安全性の確保

生活道路の歩道整備と危険箇所の解消に努めます。

（２）道路の維持管理の協働体制づくり

①自治会などを中心とした美化活動の継続
②住民と行政の協働による維持管理の継続

３　計画的な道路・橋梁の保全整備 ………………………… 〔主な担当課：建設課〕

（１）道路舗装の健全化

経年劣化している道路舗装の点検・補修を逐次行っていきます。

（２）長寿命化計画に基づく橋梁の補修整備

橋梁の長寿命化を図るために現状点検を行い、その結果に基づく整備を順次行っていき
ます。

（３）定期的な橋梁点検

幹線道路や町道に架けられている橋梁は、逐次点検を行うことで、事故や災害を未然に
防ぎます。
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４　総合的な公共交通体系の整備 ……… 〔主な担当課：まちづくり課、商工観光課〕

（１）地域公共交通の利便性の向上

鉄道やバスをはじめとした公共交通のネットワークが十分な機能を発揮するためには、
個々の公共交通の特性や役割を活かし、相互の乗り継ぎを容易にすることが不可欠です。
そのため、運行ダイヤの改善、乗り継ぎの連続性確保、料金体系の検討などの施策を総合
的に展開し、効率的な運用による利便性の向上を図ります。

（２）サイン（標示）整備

道路案内標識や誘導サインなどの整備は、公共サインとしての先導的役割を考慮し、効
率性のほか周辺景観に配慮したサイン整備を図ります。近年、増加傾向にある外国人観光
客の対応として、多言語のサイン整備を図ります。

また、民間設置の屋外広告物についても、周辺地域の良好な景観形成を誘導します。

主な成果の目標指標

項 目 単 位
平成28年度

（2016年度）
〈実績〉

平成34年度
（2022年度）

〈目標〉

平成39年度
（2027年度）

〈目標〉

橋梁補修率 ％ 22 61 100

コミュニティバス
及びデマンドタク
シーの利用者数

千人 39 44 50
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【協働による推進体制】

住民の役割

◦公共交通の利用に努めます。
◦身近な道路環境の美化活動に参加します。

地域・団体・企業の役割

◦身近な道路環境の美化活動に参加します。
◦住民ニーズに即した鉄道･バス・タクシーの運行を、安全第一で運行します。
◦交通環境のバリアフリー化に努めます。

行政の役割

◦町道整備を図り、利便性及び安全性を高めます。
◦町内公共交通機関のあり方を検討し、他の交通機関との連携を充実します。
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消防・防災・防犯体制の充実

現状と課題

○あらゆる災害に対応できるよう、有田町地域防災計画※46の見直しをはじめとする地域

防災のあり方を常に検証していくことが必要です。

○町民の日常的な防災対策として、住民一人ひとりの防災意識の高揚を図る必要がありま

す。

○災害時において、迅速な情報の収集及び伝達の体制の更なる充実強化を図る必要があり

ます。

○防災パトロールの実施や住民との連携により、日頃から災害危険個所の把握と対策に努

める必要があります。

○防災体制の整備（公助の推進）と並行して、減災への取り組み（自助、共助の推進）を

すすめる必要があります。

○県との連携により、河川改修・砂防工事・急傾斜や地すべり地などの治山治水対策、危

険ため池の改修など、災害に強いまちづくりが求められています。

○消防団活動の活性化を図るとともに、住民の防災意識の啓発に努め、自主防災組織※47

の充実強化を図ることが必要です。

※46	 地域防災計画…市町村防災会議が、災害対策基本法に基づいて地域の実情に即して作成す
る地域の防災計画。災害発生時の応急対策や復旧など、災害に関わる事務・業務に関して
総合的に定めたもの。

※47	 自主防災組織…地域住民が自主的に地区や集落ごとに連帯して防災活動を行う組織をいう。
平常時は防災訓練や広報活動、災害時には初期消火や救出援護、集団避難、避難所への給
水給食などの活動を行う。大規模災害が発生した場合、消防署などの防災機関だけでは十
分な対応ができない可能性があるため、自主防災組織への積極的な取り組みが求められて
いる。
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○近年、不審者による子どもへの声かけ事案や悪質商法によるトラブル（いざこざ）の急

増など、様々な問題が発生しています。

○安全で安心して暮らせる地域社会の実現に向けて、防犯ボランティア団体や警察その他

の関係機関と連携協力し、住民の自主防犯意識の高揚・啓発が必要です。

○誰もが安心して通行でき、安全で円滑な自動車交通を確保するため、交通安全教育や交

通安全運動の推進などにより、交通安全対策の充実を図るとともに、交通安全施設等の

整備などにより、道路交通環境の整備を図る必要があります。
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施策の体系

施策 実施施策 主要事業

消
防
・
防
災
・
防
犯
体
制
の
充
実

防災体制の充実

消防・救急体制の	
確立

防犯体制の充実

交通安全対策の充実

地域防災計画の推進

防災知識の向上

自主防災組織などの充実

防災連携体制の確立

治山・治水対策の推進

情報伝達手段の多重化及び多様化

避難行動要支援者への対策強化

国民保護計画の推進

消防団組織の強化

消防水利施設、消防用装備・設備の整備
拡充

消防・救急体制の充実

防犯施設整備

地域安全活動の推進

安全な消費生活の充実支援

消費生活相談の充実

青少年の健全育成運動の推進

交通安全の啓発活動の推進

交通安全施設整備の推進
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計画の具体的な目標と内容

１　防災体制の充実 ………………………………………………… 〔主な担当課：総務課〕

（１）地域防災計画の推進

住民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とした地域防災計画に基づき、
総合的な防災体制の整備を推進します。

（２）防災知識の向上

ハザードマップ※48などに示された危険箇所や避難路・避難場所・避難所の周知に努め
ながら、防災訓練や研修会などへの参加を呼びかけ防災知識の向上に努めます。

（３）自主防災組織などの充実

地域住民による防災体制を確立し、自主防災組織及び自衛消防組織※49の結成を推進し
ます。また、婦人防火クラブ、幼少年消防クラブなどの充実に努め、地域ぐるみの防災・
防犯体制の確立を目指します。

（４）防災連携体制の確立

行政、各防災関係機関・事業所・施設関係者及び住民が一体となった防災体制を確立・
強化し、防災連携体制の確立に努めます。

（５）治山・治水対策の推進

国・県との連携により河川改修、砂防工事、急傾斜や地すべり地などの治山治水対策、
危険ため池の改修など災害に強いまちづくりを推進します。

※48	 ハザードマップ……地震、津波、高潮、洪水、浸水、噴火、土砂災害などの被害を予測し、
被害の恐れのある地域や避難に関する情報を掲載した地図。住民に危険箇所を周知し、災
害発生時に、迅速・的確な避難を促し二次災害を防ぐ目的もある。

※49	 自衛消防組織……事業所などで災害に備え、従業員の活動任務と具体的な行動基準を定め
た「企業内消防組織」のこと。
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（６）情報伝達手段の多重化及び多様化

災害時及び緊急事態時における行政情報の主な伝達手段として防災行政無線※50を活用
します。また、緊急速報メール※51の活用やケーブルテレビとの連携強化により情報伝達
手段の多重化・多様化を図ります。

（７）避難行動要支援者への対策強化

障がい者や高齢者等といった要配慮者への支援を強化するため、緊急医療情報キット 
※52などを配布し、適切で迅速な救命活動に役立てます。また、災害等発生時における避
難支援計画を作成し、自助及び地域の共助を推進しながら、関係機関との連絡・協力・支
援体制の強化に努めます。

（８）国民保護計画※53の推進

武力攻撃などの緊急事態に対応するため、有田町国民保護計画に基づく施策を推進しま
す

２　消防・救急体制の確立 ……………………………………… 〔主な担当課：総務課〕

（１）消防団組織の強化

地域を守る魅力ある消防団として、団員を確保していきます。また、消防団施設や車両
の整備を推進し、活動しやすい環境を整え消防団の強化を図ります。

（２）消防水利施設、消防用装備・設備の整備拡充

防火水槽、消火栓などの消防水利施設、消防用装備などの充実を図り、火災時の住民の
生命・財産の安全確保を目指します。

※50	 防災行政無線……防災行政のために、市区町村が設置・運用する放送設備のこと。固定（放
送）局は市区町村役場などに設置され、屋外拡声子局・戸別受信装置などを通じて、避難
勧告や避難命令、地震や竜巻、武力攻撃などを知らせる緊急速報、火災発生などを伝達する。

※51	 緊急速報メール……気象庁や自治体が発表する災害・避難情報を携帯電話会社が一斉に配
信する電子メールのこと。

※52	 緊急医療情報キット……自宅での緊急の容体変化等により、駆けつけた救急隊員や受け入
れ機関等が迅速・適切な処置を行えるように備えるもの。救急情報（かかりつけ医療機関
や緊急連絡先、持病など）を記入した用紙を筒状のケースに入れ、自宅の冷蔵庫に保管し
ておく。

※53	 国民保護計画……国民保護法に基づき、都道府県ごとや市区町村ごとに、外国からの武力
攻撃やテロなどの有事に備え、住民避難や被災情報などの収集方法などを定めたもの。

84 85

第
２
章
　
基
本
計
画



（３）消防・救急体制の充実

伊万里・有田消防組合（有田消防署）との連携を図り、消防施設や資機材を整備します。
また、救急業務での医療機関との連携強化を図ります。

３　防犯体制の充実 ……………………………… 〔主な担当課：総務課、住民環境課〕

住民を犯罪から守るための環境づくりを推進するとともに、住民の自主防犯意識の高揚・
啓発に努めます。

（１）防犯施設整備

安心・安全なまちづくりのため、防犯灯の設置を推進します。

（２）地域安全活動の推進

警察や防犯協会など関係機関・団体と連携し、啓発活動の充実とその継続的な実施によ
り、住民の防犯意識の向上を図ります。また、見守り隊などの地域ぐるみの自主的な防犯
パトロールの実施や子ども110番の家※54の強化など、地域安全活動を積極的に推進しま
す。

（３）安全な消費生活の充実支援

広報紙や消費生活パンフレット（小冊子）などの配布や消費者講座・消費生活教室など
の開催などにより消費者教育・啓発、消費生活情報の提供を行い、消費者の自立支援を推
進します。

（４）消費生活相談の充実

県などの関係機関と連携を図り、消費者トラブルの未然防止と被害相談の適切な処理の
ための消費生活相談の充実を図ります。

（５）青少年の健全育成運動の推進

青少年健全育成のため、環境浄化の推進に努めます。

※54	 子ども110番の家……児童や女性が声かけ、つけまわし等の被害にあった場合に助けを求
めて逃げ込むことのできる民家、商店、会社等を「こども110番の家」として委嘱する制度。
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４　交通安全対策の充実 ………………………………………… 〔主な担当課：総務課〕

（１）交通安全の啓発活動の推進

警察や交通安全協会などの関係機関・団体と密接に連携し、交通安全教室の開催や啓発
活動を推進し、住民の交通安全意識の高揚に努めます。

（２）交通安全施設整備の推進

交通事故の防止と道路交通の円滑化を図るため、カーブミラー・ガードレールなどの交
通安全施設の整備を推進します。

主な成果の目標指標

項目 単位
平成28年度

（2016年度）
〈実績〉

平成34年度
（2022年度）

〈目標〉

平成39年度
（2027年度）

〈目標〉

火災発生件数 件 8 ↘ ↘

自主防災組織の
世帯カバー率 ％ 84 90 100

協働による推進体制

住民の役割

◦日頃から火災に注意し、火災の未然防止に努めます。
◦災害危険箇所・避難路・避難場所を認識し、自ら身を守り、地域で助け合うことを基

本に災害に対応します。
◦自主防災組織の活動や防災訓練に参加し、応急手当や救助法の知識・技術の習得に努

めます。
◦地域の安全を守るため、消防団に積極的に加入します。
◦消費者トラブルに巻き込まれないよう、正しい知識を習得します。
◦交通安全に対する意識を高め、交通ルールの遵守と正しいマナーを実践します。
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地域・団体・企業の役割

◦自主防災組織の結成や防災訓練の実施、防災資機材の整備に努めます。
◦顧客や従業員の安全確保に努めます。
◦地域への貢献の役割を認識し、防災体制の整備や事業所の耐震化、防災訓練の実施に

努めます。
◦災害時には、ライフライン※55（生活基盤施設）の確保などに全面的に協力します。
◦地域及び消費者団体間で情報の共有を図ります。
◦適正な表示と取引を実施し、責任ある商品やサービスを提供します。
◦地域の連帯意識を高め、防犯パトロールなどにより犯罪を抑制する機能を高めます。
◦防犯灯の設置を推進します。 

行政の役割

◦常備消防における救急体制の充実を図り、非常備消防の消防施設の整備を推進します。
◦地域防災計画に基づき、総合的な防災体制を充実します。
◦治山・治水対策を推進します。
◦有田町国民保護計画に基づき、住民保護措置ができる体制の構築に努めます。
◦消費者教育・啓発、情報提供に努め、消費者相談の充実を図ります。
◦消費者団体の育成･支援を推進します。
◦地区による防犯灯整備を支援します。
◦交通安全に関する啓発を行いながら、交通安全施設の整備を進めます。

※55	 ライフライン……日常生活を送る上で必須の諸設備を言い、ここでは主に、関係機関との通
信手段、水道水の確保、交通網の復旧などの意味で使用している。
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